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太陽光発電設備等設置工事に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１　趣旨 

    本町は令和４年８月に、２０５０年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする「ゼ

ロカーボンシティ」を宣言し、令和６年３月には脱炭素社会の実現を目指す指針とし

て「大子町地域脱炭素ビジョン」を策定した。脱炭素化を推進していくなかで、再生

可能エネルギー事業に戦略的に取り組み、地域経済の振興と人材育成の推進を目的と

している。 

本要領は、大子町役場に太陽光発電設備等を整備する事業者を公募するに当たり、

公募型プロポーザル（設計・施工一括発注方式）の必要な事項を定めるものである。  

 

２　工事概要  

(1) 件　　名　太陽光発電設備等設置工事 

(2) 工事場所　大子町役場（久慈郡大子町大字北田気662） 

(3) 工事内容　太陽光発電設備等設置に係る設計、施工及び監理 

　　　　　　　地域の担い手の育成推進事業 

　　　　　　　※詳細は「太陽光発電設備等設置工事に係る要求水準書」による。 

(4) 完成期日　令和８年２月２７日（金） 

(5) 限 度 額　１６５，０００，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

なお、本事業は、国の「エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金」を活用

するものであり、補助規定に沿ったものとする。 
 

３　参加資格要件  

　本プロポーザルに参加できる者は、単体事業者によるものとし、次に掲げる要件を

全て満たしている者とする。 

(1) 大子町建設工事等入札参加資格審査要項（平成17年大子町告示第55号）に規定す

る令和７・８年度の有資格者名簿に搭載されている者であること。 

(2) 参加表明書の提出から当該案件の契約の相手方の選定までの間、大子町建設工事

等請負業者指名停止等措置要綱（平成20年大子町告示第15号）に基づく指名停止の

措置を受けていないこと。 

(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者でない

こと。 

(4) 契約締結日から１年７か月以内の審査基準日に建設業法（昭和24年法律第100号）

第27条の23第1項に規程する経営事項審査（電気）を受審している者であること。 

(5) 大子町・常陸大宮市・常陸太田市・那珂市・水戸市・ひたちなか市・東海村に本

社（建設業法の主たる営業所をいう。）又は、支店・営業所（建設業法の従たる営業

所をいう。）を有し、かつ、公告日における最新の経営事項審査電気工事の総合評

定値（Ｐ）が９００点以上であること。 

(6) 建設業法第19条の2に規定する現場代理人及び同法第26条の規定する国家資格を
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有する監理技術者を適正に配置できること。ただし、監理技術者にあっては監理技

術者資格者証及び監理技術者講習終了証を有する者であること。 

(7) 平成３０年４月１日以降に、類似工事（発電出力100kＷ以上の太陽光発電設備設

置工事）を単体又は共同企業体の構成員として元請けとして施工し、竣工した実績

があること（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が20％以上の場合のも

のに限る）。 

(8) 会社更生法（平成14年法律第154号）若しくは民事再生法（平成11年法律第225号）

に基づく更生（再生）手続開始の申立てがなされていないこと。 

 

４　公募スケジュール 

　本プロポーザルは、次の日程とする。 

 

※現地説明会は実施しない。現地確認をしたい場合は、担当課に事前に連絡をした　　　　　　　　　　

うえで実施すること。 

 

５　質問及び回答  

(1) 提出期限　令和７年５月１４日（水）　午後５時厳守 

(2) 提 出 先　本実施要領１４の「担当課」と同じ 

(3) 提出方法　質問書（様式第５号）により、電子メールで送付し、電話で担当に到

着確認を行うこと。 

※電子メールの標題は、「(事業者名)_ 太陽光発電設備等設置工事に関

する質問」とすること。 

(4) 回 答 日　令和７年５月１６日（金） 

(5) 回答方法　全ての質問を取りまとめ、参加者全員に対して電子メールで回答す

る。なお、質問した事業者名は公表しない。 

(6) そ の 他　電話による質問、期限を過ぎた質問、審査に関する質問及び回答に 

対する質問には回答しない。 

 

６　参加表明書等の提出  

(1) 提出期限　令和７年５月１９日（月）　午後５時　厳守 

 項　目 日　程

 プロポーザル公募開始 令和７年４月３０日(水)

 質問受付期限 令和７年５月１４日(水)

 質問回答予定日 令和７年５月１６日(金)

 参加表明書等提出期限 令和７年５月１９日(月)

 参加資格確認結果通知 令和７年５月２１日(水)

 企画提案書等提出期限 令和７年５月３０日(金)

 選定結果通知 令和７年６月４日(水)

 仮契約締結 令和７年６月上旬
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※提出後の差替え及び参加者からの追加資料の提出は認めない。ただ 

し、不明確な記載がある場合等、本町が認めた場合は、この限りで 

ない。 

(2) 提 出 先　本実施要領１４の「担当課」と同じ 

(3) 提出方法　電子メールで送付し、電話で担当に到着確認を行うこと。 

(4) 提出書類 

　ア　参加表明書　（様式第１号） 

　イ　会社概要書　（様式第２号） 

　ウ　施工実績が確認できる資料　（任意様式）※契約関係書類等 

　エ　誓約書　（様式第３号） 

 

７　参加資格審査結果及び企画提案書等の提出 

参加表明書等受理後、６(4)の「提出書類」により参加資格の適否を確認し、その

結果を令和７年５月２１日（水）に電子メールで通知する。 

また、参加資格要件を満たす参加者には、その際に企画提案書等の提出要請を合わ

せて行う。なお、参加資格要件を満たない参加者は、失格とする。 

 

８　企画提案書等の提出 

(1) 提出期限　令和７年５月３０日（金）　午後５時　厳守 

　　　　　　　※提出後の差替え及び提案者からの追加資料の提出は認めない。 

※参加表明書等を提出した者であっても、提出期限までに企画提案書 

等を提出しなかった場合は、本プロポーザルへの参加を辞退したも 

のとする。 

※企画提案書等は、専門用語、略語等の使用は極力控えるなど、選定 

委員会委員が理解しやすいように工夫すること。 

(2) 提 出 先　本実施要領１４の「担当課」と同じ 

(3) 提出方法　電子メールで送付し、電話で担当に到着確認を行うこと。 

(4) 提出書類 

　ア　企画提案書提出書（様式第４号） 

　イ　企画提案書　（任意様式） 

      「要求水準書　８提案事項に添付しなければならない資料」を参照すること。 

　ウ　見積書（任意様式） 

エ　見積書の内訳書（任意様式） 

 

９　審査概要 

選定委員会において、次の審査方法により企画提案内容を審査し、最も本件業務に

適していると認められる事業者を選定する。 

(1) 審査方法 

ア　委員会において、提出された企画提案書等の内容について審査し、企画提案 

内容を総合的に評価する。 
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イ　評価は評価項目別に点数化を行い、評価点数の合計点数の合計点が最高得点 

となった事業者を契約相手方候補者として選定する。 

(2) 評価項目　 

審査における評価項目は、次表による。 

 

１０　審査結果の通知等  

提出された企画提案書の内容を評価基準に基づき評価し、選定された者に対しては

選定された旨を書面（選定通知書）により、選定されなかった者に対しては選定され

なかった旨を書面（非選定通知）により通知するとともに、ホームページに掲載する。 

　なお、審査の過程及び点数については、公表しない。 

 

１１　失格事項 

(1) この実施要領の定める手続以外の方法により、関係者に本プロポーザルに対する

援助を直接又は間接に求めた場合 

(2) 提出書類等が本要領の提出方法に適合しない場合 

(3) 提出書類等が本要領に示された条件に適合しない場合 

(4) 提出書類等に虚偽の内容が記載されている場合 

(5) その他この実施要領に定める手続、方法等を遵守しない場合 

 

１２　契　　約 

被選定者は、企画提案書、見積価格を基本とし、本町と別途協議・調整の上、限度

金額の範囲内で本町の要望等を踏まえた見積書を改めて提出し、契約の手続を行うも

のとする。その際、企画提案の内容を一部変更して契約する場合がある。 

　　　　 

１３　そ の 他 

 審査項目 評価の視点 配点

 
実施体制

工事遂行能力、業務遂行能力 

類似工事の過去の施工実績等
２０

 

技術提案に関する事項

太陽光発電設備出力と電気の効率的な利用 

導入設備の設置場所、設置方法、設備仕様、保証体

制、安全性の確保

３０

 システム構築方法 

災害時は非常時の電力供給 

環境への配慮

２０

 創意工夫 

独自の提案
１０

 企画提案の評価 計 ８０

 見積価格の評価 ２０

 合計（選定委員１名当たり） １００
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　(1) 各種様式等については、ホームページからダウンロードすること。 

(2) 提出期限までに、参加表明書等を提出しない者は、本プロポーザルに参加できな

いものとする。 

(3) 本プロポーザル参加表明書等を提出後に、辞退する者は、参加辞退届（様式第６

号）を書面で速やかに提出すること。なお、辞退をした場合でも、これを理由に本

町の発注工事等に不利益な扱いを受けることはない。 

(4) 本プロポーザルに虚偽の記載をした場合は、指名停止措置を行うことがある。 

　(5) 提出された企画提案書等の書類は返却しない。 

　(6) 企画提案書等の作成・提出等に要する経費は、提案者が負担するものとする。 

 

１４　担 当 課 

　　　〒３１９－３５２１　茨城県久慈郡大子町大字北田気６６２番地 

　　　大子町役場　生活環境課　担当：高村 

　　　電話番号　　０２９５－７６－８８０２ 

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０２９５－７２－３５５０ 

　　　電子メール　seikatsu@town.daigo.lg.jp


